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将来の電力産業の在り方について
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本日御議論いただきたいこと
 電力システム改革の中で、2016年に小売全面自由化、2020年に法的分離を実施。また、こ

の間、間接オークション、ベースロード市場、先物市場、容量市場をはじめ、様々な市場等が創設
されてきた。

 自由化された環境下においては、電力産業の持続的発展への貢献が期待できる事業者が、競
争を通じて需要家に選ばれていく競争環境を整えていくことが重要と考えられる。

 また、①経年火力の増加、②原子力の再稼働、③再生可能エネルギーの更なる導入にあたり、
電源構成の変化と安定供給との兼ね合い等について、「S+3E」をバランスよく実現できるエネル
ギーミックスの達成を目指した検討を深める必要がある。

 そこで、本日は、競争分野である発電・小売分野を中心に、改めて現在の競争状況を振りかえ
るとともに、将来のあるべき電力産業の方向性について御議論いただきたい。



１．電力産業を取り巻く環境の変化

（１）小売電気事業の環境変化

（２）発電事業の環境変化

２．将来の電力産業の在り方について
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電源等の価値* 取引される価値（商品） 取引される市場

実際に発電された電気

発電することが出来る能力

短時間で需給調整できる能力

非化石電源で発電された電気
に付随する環境価値
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電力産業を取り巻く環境の変化（３）市場の整備
 電力システム改革の３つの目的に加え、３Ｅ＋Ｓを、事業者の経済合理的な行動を通じてより

効率的に達成する観点から、必要な市場を整備してきた。

容量（供給力）
【kW価値】

調整力
【ΔkW価値】

電力量
【kWh価値】

その他
【環境価値**】

卸電力市場
(ｽﾎﾟｯﾄ、ﾍﾞｰｽﾛｰﾄﾞ市場等)

容量市場

調整力公募
→需給調整市場

非化石価値取引市場

（*）上図は電源を想定して記載しているが、ネガワット等は需要制御によって同等の価値を生み出すことが可能。
また、一つの市場において、複数の価値を取り扱う場合も考えられる。

（**）環境価値は非化石価値に加えて、それに付随する様々な価値を包含した価値を指す。
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（参考）供給量別の小売電気事業者数（2019年度）
 新電力のうち、10億kWh/年以上の供給量の社数が30社（小売電気事業者の

5％）であるのに対し、1,000万kWh/年未満の供給量の事業者数は339社
（小売電気事業者の53％）。

12（出所）電力調査統計

［社数］

（参考）東京電力エナジーパートナー 2,097億kWh/年
関西電力 1,130億kWh/年
沖縄電力 73億kWh/年

［供給量］

（注）年間販売電力量が 0KWhの136社及び
2020年4月時点発受電月報が未提出の10社を含む

（注）

新電力全体の供給量 1,291億kWh/年

30社

81社

183社

339社

0社

50社

100社

150社

200社

250社

300社

350社

400社

10億kWh/年以上 1億kWh/年～
10億kWh/年

1,000万kWh/年～
1億kWh/年

1,000万kWh/年未満

供給量別事業者数（2019年度）







（参考）電力供給・ガス供給の融合
 中部電力と大阪ガスは、首都圏において、電力・ガスおよび暮らしやビジネスに関わる

サービスの販売事業を行う新会社「ＣＤエナジーダイレクト」を2018年4月に設立。
 CDエナジーダイレクトは、自社での電力・ガスセット供給に加え、東急グループやLP事業

者を取次事業者としたガス供給、読売新聞や住宅ローン専門金融機関と連携した商
品開発を展開している。

会社名 株式会社CDエナジーダイレクト

本社所在地 東京都中央区

設立日 2018年4月2日

資本金
資本金：17.5億円
［中部電力：50%、大阪ガ
ス：50%］

代表者 小津 慎治

事業内容

首都圏における電力・ガスおよび

暮らしやビジネスに関わるサービス

の販売事業

【会社概要】

出所：中部電力・大阪ガスプレスリリースより作成
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第8回電力・ガス基本政策小委員会（2018年3月）資料2より抜粋





（参考）大口需要家における需給一体型再エネの普及策
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 世界では、需要場所に太陽光発電所を設置する再エネモデルとしてのRE100が進展。
 日本でも同様のサービスが始まっている。

（さくらインターネット HPより）

 石狩市のデータセンターに太陽光発電、蓄電池をオフサイトに設置し、太陽光発電は全量自家消費。不足電力を系統から購入。
 今後、データセンターの拡大に伴い、オフサイト再エネ電源を増設予定。

さくらインターネットの事例

 ノースカロライナ州のデータセンターに大規模太陽光発電所
（20MW）と燃料電池（10MW）を設置し、全量自家消費。

Appleの事例

＜大口需要家（データセンター）の事例＞

（Apple HPより）

第16回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2019年7月）資料2より抜粋
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（参考）エネルギーの地産地消

（出典）https://www.lenec.co.jp

 小売全面自由化後、自治体からの出資等を受けた地域新電力が小売電気事業に参
入。

 エネルギーの地産地消を促すことで、地域内での資金循環を目指すとともに、地域課
題の解決に資するサービスの展開等が行われている。

■ローカルエナジー（鳥取県米子市） ■こなんウルトラパワー（滋賀県湖南市）

（出典）https://pacific-power.co.jp/torikumi/
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②電力市場の状況
 これまで、余剰電力の限界費用ベースでの全量市場供出、グロス・ビディングといった旧一般電気
事業者による自主的取組を中心に、市場環境の改善、特に、スポット市場の流動性向上に取り
組んできた。この結果、日本の電力需要に占めるJEPXにおける取引量は、2020年6月時点で
42.6%まで上昇。

 この中で、スポット市場価格は、燃料価格とほぼ同様の水準で推移。

 他方、2019年度以降は燃料価格以上に市場価格が低下。太陽光発電の増加が市場価格低
下の一因と考えられる。
（システムプライスの年間平均は2018年度9.8円/kWhに対し2019年度7.9円/kWh。）
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（参考）旧一般電気事業者によるグロス・ビディングの実施状況
○ 2020年6月時点での旧一般電気事業者各社のグロス・ビディング売り入札量は、各社の進捗に違いはあるものの概

ね横ばいとなっている。

2020年6月の月間販売電力
量に対するGB売り入札量割合

北海道電力

東北電力

当初の取引量目標
(2017年時点)

将来的な取引量目標
(2017年時点)

東京電力EP

中部電力

北陸電力

関西電力

中国電力

四国電力

九州電力

年度末までに販売電力量
の10%程度

年度末時点で，ネット・ビディングと
合わせて販売電力量の10％程度

年度末に販売電力量の
10%程度

年度内に販売電力量の
10%程度

1年以内に販売電力量の
10%以上

1年程度を目途に年間販
売量の20%程度

年度末を目途に販売電
力量の10%程度

年度末を目途に販売電
力量の10%程度

1年程度を目途に販売電
力量の10%程度

平成31年度末までに販売
電力量の30%程度

販売電力量の20%程度
（時期未定）

平成30年度末に向けて販
売電力量の20%程度

平成30年度内に更なる増
量を目指す（量不明）

早期に販売電力量の20～
30%程度（時期未定）

-

平成30年度内に販売電力
量の20%程度

遅くとも平成32年度に販売
電力量の30%程度

開始3年程度を目途に販売
電力量の30%程度

70.5%※1

25.8%

13.7%

10.2%

22.0%

27.8％

12.9%

39.5%

6月下旬

6月下旬

7月上旬

6月下旬

7月上旬

6月上旬

7月下旬

6月下旬

4月上旬

2017年の
開始時期

※1 北海道電力と東北電力については、取引量の目標をネット・ビディングと合わせて設定しているため、ネット・ビディングも含めた売り入札量全体の割合としている。

17.8%※1

第50回電力・ガス取引監視等委
員会制度設計専門会合
（2020年9月）資料7より抜粋
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④電力調達の状況
 このような市場環境の変化を受け、新電力のスポット市場における取引量※は上昇。

※2020年6月時点で93.2％。なお、この分母は、「新電力による販売電力量」、分子は、「卸市場（スポット、時間前、先
渡し）における、新電力による買い約定量の合計量」として算出しており、同一事業者が、同一コマにおいて売買両方の約
定をしている場合もあるが、その場合も、買い約定量をそのまま使用した値である。

※他方、間接オークション導入後のみの推移を見ても、2018年12月時点の72.1％から20％以上増加しており、市場調達
比率は増加傾向にあることが分かる。

 他方、市場価格を事前に固定する先物市場や先渡市場の活用は停滞。

JEPXからの調達量の比率：
93.2％（2020年6月時点）

常時バックアップによる調達量の比率：
0.4％（2020年6月時点）

※ 新電力による販売電力量に占めるJEPXからの調達量
の比率：
分母は、「新電力による販売電力量」、分子は、「卸市
場（スポット、時間前、先渡し）における、新電力によ
る買い約定量の合計量」として算出。
（同一事業者が、同一コマにおいて売買両方の約定を
している場合もあるが、その場合も、買い約定量をそのま
ま使用）

第50回電力・ガス取引監視等委員会制度設
計専門会合（2020年9月）資料7より抜粋
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（参考）ベースロード市場、TOCOM先物取引、EEXクリアリングサービスの開始

TOCOM先物 EEXクリアリング JEPX先渡 （参考）スポット
2019年4月

7,668
（3か月合計）

20,059,340
2019年5月 20,954,894
2019年6月 22,128,019
2019年7月

24,306
（3か月合計）

26,861,878
2019年8月 27,425,202
2019年9月 2,894 25,402,618
2019年10月 2,388

7,242
（3か月合計）

23,530,531
2019年11月 21,709 22,555,575
2019年12月 17,875 26,748,715
2020年1月 144,241

11,910
（3か月合計）

26,793,527
2020年2月 19,782 25,432,208
2020年3月 34,586 24,617,501
2020年4月 36,732

0
（3か月合計）

22,296,499
2020年5月 45,901 11,760 21,170,654
2020年6月 111,052 104,520 24,841,006
2020年7月 46,968 36 27,367,148
2020年8月 28,656 58,464 30,184,188

2019年9月
TOCOM取引開始

2020年5月
EEXサービス開始

集計中

（単位：MWh）

商品エリア 約定量（MW）
(年間合計)

約定量(MWh)
（年間合計）

北海道 27.8 240,000

東日本 308.6 2,700,000

西日本 197.9 1,730,000

合計 534.3 4,680,000

商品エリア 約定量（MW）
(第1回・第2回)

約定量(MWh)
（第1回・第2回）

北海道 9.0 78,840

東日本 70.2 614,952

西日本 140.5 1,230,780

合計 219.7 1,924,572

 中長期的な電気の取引の場として、2019年度以降、従来の先渡市場に加え下記の取引が開始。
○ ベースロード市場（2019年度オークション開始、2020年度受渡し開始）
○ TOCOMにおける先物取引（2019年9月試験上場）
○ EEXにおけるクリアリングサービス（2020年5月取引開始）

 他方、いずれの取引も取引量が少なく、市場取引の状況は発展途上。

＜ベースロード市場（2019年度年間合計）＞

＜ベースロード市場（2020年度第1回・第2回合計）＞

＜TOCOM先物取引、EEXクリアリングサービス、JEPX先渡取引＞

（出所）JEPX・TOCOM・EEXホームページ
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⑤時間前市場における取引ニーズの変化
 現状、FIT制度に係る予測誤差はその大部分が一般送配電事業者の需給調整により対応され

ており、小売事業者が再エネ予測誤差を時間前市場において調整する必要性は大きく顕在化
していない。

 一方で、 2022年度より事業者自ら需給調整を行うFIP制度が導入されることや、新たなイン
バランス料金制度が導入されることを踏まえると、スポット市場取引以降に判明した太陽光発電
量予測の変動誤差分等について、時間前市場で売買する取引ニーズが今後、増大することが
見込まれる。

 上記を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会において、時間前市場での取引ニーズ及び課題に
ついて改めて検討を開始したところ。

②インバランス料金制度の見直し
(2022年4月～)

• インバランス対応のために用いられた調整力の限界的なkWh価格をイン
バランス料金に引用したうえで、需給ひっ迫時には停電リスク等を考慮した
うえでインバランス料金が上昇する仕組みを導入。

将来の環境変化について 内容
時間前市場での取引ニーズに影響を与える要素

• FIP制度の導入により発電事業者やアグリゲーターが卸電力市場にて、直
接市場取引を行うこととなるため、再エネ予測誤差等に対応するために時
間前市場で取引を行うことが想定される。

• 2009年に余剰電力買取制度で導入された10kW未満の住宅用太陽
光発電について、2019年11月からFIT買取期間が順次終了した卒FIT
電源が増加。

①再エネ
増加に伴う

変化

FIP制度の導入
(2022年4月～)

家庭用太陽光発電
設備のFIT買取

期間の終了

第51回電力・ガス取引監視等委員会制度設計専門会合（2020年10月）資料6抜粋
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第51回電力・ガス取引監視等委員会制度設計専門会合（2020年10月）資料6抜粋

（参考）欧州諸国における当日市場(intraday market)の実施状況

国名 ドイツ フランス 英国 北欧4か国 スペイン
取引所名 EPEX SPOT DE EPEX SPOT 

France
EPEX SPOT GB Nord Pool 

Nordic
OMIE

取引方法 ザラバ方式 シングルプライス
オークション

ザラバ方式 ザラバ方式 シングルプライス
オークション

ザラバ方式 ザラバ方式 シングルプライス
オークション

取扱商品 • 15分単位
• 30分単位
• 60分単位
• ブロック商品
⇒ベースロード
(24時間)、ピー
クロード(平日9-
20時)

• 15分単位 • 30分単位
• 60分単位
• ブロック商品
⇒ベースロード
(24時間)、ピーク
ロード(平日9-20
時)

• 30分単位
• ブロック商品
⇒1,2,4時間単
位、夜間、ピーク、
ベース等多数

• 30分単位
※ブロック商品は
なし

• 60分単位
• ブロック商品

• 60分単位 • ブロック商品
⇒60分単位を1コ
マとして、最大5コマ

開場時間 • 前日15:00(60
分単位)

• 前日15:30(30
分単位)

• 前日16:00(15
分単位)

※XBIDの場合、
前日18:00

実需給日45日
前

• 前日15:00 実需給日の2日前 実需給日14日前 前日14時 前日15時 計6回
⇒S1:前日14:00
⇒S2:前日17:00
⇒S3:前日21:00
⇒S4:当日1:00
⇒S5:当日4:00
⇒S6:当日9:00

入札締切
(閉場時
間)

• 国内: 実需給の
30分間前(ただ
し一部の入札対
象エリアは実需
給5分前まで入
札可能)

※XBIDの場合、
前日実給の60分
間前

• 計1回
⇒前日
15:00(15:1
5以降、結果
公表)

• 実需給の5分間
前
(フランス国内)

※XBIDの場合、
実需給の60分間
前

• 30分単位: 実需
給の15分前

• ブロック商品: 実
需給の16～19
分前

• 計2回
⇒前日
17:30(18:10
以降、結果公
表)
⇒当日
8:00(8:40以
降、結果公表)

• 実需給の60分
間前(注: フィン
ランドは30分
前)

実需給の60
分間前

計6回
⇒S1:前日15:00
⇒S2:前日17:50
⇒S3:前日21:50
⇒S4:当日1:50
⇒S5:当日4:50
⇒S6:当日9:50
*結果公表は、GC

後、7分後

 諸外国の状況を見ると、時間前市場においてシングルプライスオークションとザラバ市場を併設している国が存在。
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⑥容量市場の導入
 2020年7月1日～7月7日においてメインオークションが開催され、その約定結果が9月

14日に広域機関より公表された。
 2020年度容量市場メインオークションの約定結果は以下のとおり

• 約定総容量は、1億6,769万kW

• 約定価格は、14,137円/kW
なお、経過措置の対象となる電源等の価格は、8,199円/kW。落札された電源等全体の
約77%が経過措置の対象であり、それを踏まえた総平均価格は、9,533円/kW
※2010年度末以前に建設された電源の容量確保契約金額に対しては、経過措置として42%の控除率が課される
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（参考）高度化法における中間目標値の設定
 小売電気事業者による高度化法の目標達成の確度を高めるため、2020年度より、毎年度、中
間目標値を設定。2020年度の中間目標値は、全体で23.2%。

 対象となる小売電気事業者の中間目標値は、各社の足下の非化石電源比率を踏まえつつ、一
定の算定式に基づき算出。本年度の各小売電気事業者の非化石証書購入量は、約９％を見
込む。
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⑨発電事業者数の推移
 発電事業者の登録数は増加を続けてきており、2020年9月末時点で928社。
 規模別に見ると、総出力100,000kW未満の事業者数は793社（全発電事業者

の85％）。
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⑩発電電力量の推移
 東日本大震災以降、全国の原子力発電所は順次停止し、2014年度の原子力発電所の発電
電力量の割合は0%となった。

 積極的に再エネも導入しているものの、安定供給を確保するためには、これまで休止していた経年
火力を再稼働させたり、最新の設備に更新して発電効率を高めるなど、火力発電所の発電電力
量の割合を増加（2009年度約61.4％→2019年度65.7％）し、電力をまかなってきた。

（出所）2000～2015年度：電源開発の概要、2017年度以降：供給計画とりまとめ（電力広域的運営推進機関）から作成（自家消費分は含まない）

















 容量市場等の開始後も、kWh価値による収入が過半を占め、新規の電源投資の観点からは、
スポット市場の価格の影響を強く受ける構造が存続している。

（参考）供給力電源の収入構造

スポット市場 容量市場
取引する価値 kWh価値 kW価値

価格決定方式 シングルプライス シングルプライス

価格に影響を与える
要素

化石燃料の価格・需要動向など 火力発電所の運転維持費など

収入額 発電量（kWh）に比例（変動的収入） 容量（kW）に比例（固定的収入）

価格水準
7.9円/kWh
※ 2019年度単純平均価格

平均2円弱/kWh
※ 2020年容量オークションの総平均価格9,534円/kW（約定

価格は14,137円/kW）を、設備利用率70%と仮定して換
算。

46

※ 非化石電源であれば、上記に加えて、非化石価値取引市場からの収入を得られるが、FIT電気由来の非化石価値取引価格（1.3円/kWh程度）を基
準に考えれば、総収入の１割程度となり、収入構造の大宗には影響しない。

※ 容量市場において、全ての固定費を回収する訳ではなく、スポット市場からも固定費の一部を回収。

持続可能な電力システム構築小委
員会（令和2年10月）資料３



















 現在、再エネ拡大に必要な系統整備を効率的かつ確実に行い、再エネを含む電源の
効率的な系統利用を促進することを目的に、送配電設備の構築費用における固定費
（kW料金）と可変費（kWh料金）のバランスを見直し、これまで小売電気事業者が
負担してきた費用の一部を発電事業者が負担し、将来の系統整備において、公平な
負担を求めるため「発電側基本料金」制度の審議がなされているところ。
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（参考）発電側基本料金の導入

第２章 2030年に向けた基本的な方針と政策対応
第２節３．再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取組

（４）系統制約の克服、調整力の確保
②ネットワークコスト改革等による系統増強への対応

（中略）国民負担抑制の観点から、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い増大するネットワークコストを最大
限抑制するため、既存ネットワーク等のコストを徹底して削減することが必要である。

具体的には、仕様等の標準化や調達に関する国への情報開示の促進、コスト削減に向けた一般送配電事

業者による自主的ロードマップの提出と取組状況の確認等によって、一般送配電事業者の調達改革を通じた
徹底的なコスト削減を促進する。この際、これらの取組みも前提としつつ、不断の効率化を促す託送料金制度
についても検討を行う。また、次世代投資を促進するための費用負担の在り方について、投資にインセンティブ
が働くような託送料金制度や財政的な支援などの検討も含め、未来に向けた投資を促進する制度等環境整備
も同時に進めていく。さらに、発電設備設置者もネットワークコストを意識した事業展開を行うためのインセン
ティブ・ 選択肢を確保する。具体的には、既に導入済みの系統増強における一部特定負担方式に加え、発電

側基本料金等を導入するとともに、一般負担上限の見直しを行う等、系統を効率的に活用するための仕組み
を導入する。

第５次エネルギー基本計画（2018.7.3閣議決定）抜粋
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 2011年の震災以降、原子力発電所が稼働できない環境の中で、旧一般電気事業者を中心に、
安定供給に向けてLNGの長期安定確保を志向する動きがあり、固定価格や原油価格※連動の長
期購入契約が締結されるケースが多く見られた。
※当時、LNGのスポット取引市場が確立しておらず、原油価格に連動した価格で長期契約が主流であったものと考えられる。

 また、足下のコロナウイルスによる電力需要の低迷などを背景に、世界的にもLNGの需給バランス
が崩れつつあり、LNG価格の先行きは不透明感が増している。

 契約上一定量の引取りが義務付けられている（take or pay条項）一方、LNGの国内貯蔵
設備のキャパシティには一定の上限があり、多くの在庫を貯蔵しておくことができない。また、再エネ
導入量拡大によるLNG火力稼働率低下も受け、2020年3月期決算においてLNG転売損を計
上する事業者が出る等、他社や海外に損失を出してでも転売せざるを得ない状況が発生している。

（参考）需要減少時等における燃料契約の扱い
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